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The subject of this research is Small and Medium Enterprise Management Consultants 
(SMECs) as a national qualification related with small and medium-sized business support. There 
are a few preceding studies about SMECs and they are from a governmental point of view. This 
research examines the usefulness of SMECs in view of nongovernment based on historical 
approach. 
The history of SMECs is roughly divided into four periods as below. 
- Establishment of the Small and Medium Enterprise Agency  
Starting the system of SMECs 
(Before 1945 to the early 1960's) 
- Small and Medium-sized Enterprise Basic Act  
Beginning of consulting industry and private school business for national qualifications  
(From the early 1960's to the early 1980's) 
- Boom in national qualifications 
Lost the power of governmental support in small and medium-sized business  
(From the late 1980's to 1999) 
- Revise of Small and Medium-sized Enterprise Basic Act  
Change of private school business for national qualifications 
 (From 1999 to today) 
The outcomes of this study are as follows. First, SMECs has been had significant impact on 
Japanese society since World War II. SMECs have been supporting small and medium 
enterprises directly for over sixty years. The system had positive impact on consulting industry 
and has been contributing to human resource development. Government played a leading role in 
SMECS in past times. Nowadays, the system is working with government and non-government. 
Secondly, the system of SMECs does not work well partly in recent years, although SMECs has 
been playing an important part in small and medium-sized business support for over sixty years. 
It appears that SMECs has been having difficulty in supporting small and medium-sized 
enterprises such as the 2006 problem and also starting a business as a professional consultant 
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うるような仕組みを整備することが必要である（平成 11 年 9 月・中小企業政策審議会答申）』と
の方向性が示され、平成 12 年 4 月、第 147 回通常国会において『中小企業指導法』を『中小
企業支援法』へと改正する法律が成立した（4 月 19 日公布、平成 12 年法律第 43 号）」（中小



































～昭和 30 年代）』、『通商産業政策史第 I 期 第 3 巻』、『同第 7 巻』、『同第 11 巻』、『同第 15












































表 ２.1 主要な先行研究 




























































出所：今野・下田（1995） 44 頁 




















































間資格の一つである』（同前， 41 頁）。 
 公的資格：『国家資格と民間資格の中間型であり、「資格付与の一定の基準を所管庁が認
可し、それに関わる業務を外部の財団法人等の団体に実施させているもの」






いる』（同前， 42 頁）。 （※筆者注 職種型の例として税理士、公認会計
士、弁護士） 
『「職務型」は、取得者の業務のなかで業務独占の範囲が限られている』
（同前， 42 頁）。 （※筆者注 職務型の例として危険物取扱者） 
能力認定型資格：『「一定の技能・知識を有していることを認定する資格」であり、資格がな
いからといって、特定業務につくことができない、ということはない』（同前， 






                                                          
3 今野・下田（1995）は国家資格と公的資格を区分しているが、これらを合わせて国家資格あるい
は公的資格とする考え方もある。 











































職として定着し、一定の評価を獲得するまでには時間がかかる」（安藤， 1994， 9 頁）。 
辻（2000）は、数百種類にのぼる公的職業資格を 1874（明治初）年から 2000（平成 12）年に
わたって史的に分析している。辻による公的資格の定義では、「公的資格とは、その資格の所
管が中央政府または都道府県レベルの地方自治体にある資格」（辻， 2000， 14-15 頁）、
「法律、政令、省令、告示のいずれか、または複数のこれらの法令によって資格の諸条件が明
確に規定されているもの」（同前， 15 頁）としている。今野・下田（1995）とは、違うものである。















































出所：金井（2002） 181 頁 






























































ビューリスト（表 ３.1、表 ３.2）を以下に添付する。なお、インタビューの実施期間は 2013 年 6






項 年代 性別 主なキャリア 項 年代 性別 主なキャリア
1 40代 女性 サービサー 17 60代 男性 精密機械
2 50代 男性 遊技業 18 30代 男性 流通業
3 40代 男性 情報サービス 19 40代 男性 食品メーカー
4 30代 男性 服飾販売 20 50代 男性 コンサルタント
5 50代 男性 住宅メーカー 21 40代 男性 証券業
6 60代 男性 銀行 22 40代 男性 福祉施設運営
7 30代 男性 半導体メーカー 23 30代 女性 コンサルタント
8 50代 男性 自動車部品 24 - 男性 銀行
9 40代 男性 信託銀行 25 40代 男性 半導体商社
10 40代 男性 食品メーカー 26 40代 男性 公務員
11 30代 男性 コンサルタント 27 30代 女性 海運
12 30代 男性 IT関連 28 40代 女性 服飾
13 60代 男性 電機・半導体 29 40代 男性 情報サービス
14 50代 男性 リース・金融 30 40代 女性 食品卸
15 30代 男性 税理士 31 30代 男性 情報サービス
16 - 男性 コンサルタント 32 50代 男性 製薬メーカー
出所：筆者作成 
表 ３.1 中小企業診断士資格者に対するインタビューリスト 
項 性別 氏名 カテゴリ 項 性別 氏名 カテゴリ
1 男性 A社関係者 資格ビジネス関係者 13 男性 A氏 行政経験者
2 男性 A社関係者 14 女性 B氏
3 男性 A社関係者 15 女性 C氏
4 男性 A社関係者 16 男性 D氏
5 男性 B社関係者 17 男性 A氏 有識者
6 男性 B社関係者 18 男性 B氏
7 男性 B社関係者 19 男性 C氏






表 ３.2 資格者以外に対するインタビューリスト 
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発し、明治 30 年の重要輸出品同業組合法の制定、明治 33 年の重要物産同業組合法及び産








のことである」（松島， 2013a， 38 頁）。 
 経営診断については、平井泰太郎が 1952 年に『経営コンサルタント』という著作を発表した。
経営コンサルタントについて書かれたものとして、わが国では初の書籍と推測される。同書で
は「アメリカには、マネージメント・コンサルタント（Management Consultant）という職業がある」


















5 荒木東一郎は、1895 年に東京神田で生まれた。1916 年に東京高等工業学校応用化学科
を卒業、藤倉電線株式会社に入社した。1918 年に農商務省留学生として米国アクロン大学入



















かに不快な表情を見せる人もいました」（荒木， 1991， 5-6 頁）。この記述は、経営コンサル
タントが当時いかに認知されていなかったかを示している。 






















用金庫に加え、1949 年に国民金融公庫、占領終了後の 1953 年に中小企業金融公庫が設立
されるとともに、信用補完のため、1950年に中小企業信用保険法、1953年に信用保証協会法
が制定され、各都道府県の信用保証協会の体制が整備された。第二に組織化については、











構造が定着化した」（中小企業庁， 2012， 1-2 頁）。 















第四条   中小企業庁は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。  
一   中小企業の育成及び発展を図るための基本となる方策の企画及び立案に関すること。  
二   中小企業の経営方法の改善、技術の向上その他の経営の向上に関すること。  
三   中小企業の新たな事業の創出に関すること。  
四   中小企業に係る取引の適正化に関すること。  
五   中小企業の事業活動の機会の確保に関すること。 
六   中小企業の経営の安定に関すること。  
七   中小企業に対する円滑な資金の供給に関すること。  
八   中小企業の経営に関する診断及び助言並びに研修に関すること。 
九   中小企業の交流又は連携及び中小企業による組織に関すること。  
十   中小企業の経営に関する相談並びに中小企業に関する行政に関する苦情若しくは意見の申出又は照会
につき、必要な処理をし、又はそのあつせんをすること。 
十一   前各号に掲げるもののほか、中小企業に関し他の行政機関の所掌に属しない事務に関すること。  
十二   所掌事務に係る国際協力に関すること。  
十三   前各号に掲げるもののほか、法律（法律に基づく命令を含む。）に基づき中小企業庁に属させられた事務 




た結果、設立後半年程度経った時点で全職員 133 名中の約 7 割が新たに民間から採用され
た職員になった (「中小企業庁とはどんなところか」『中小企業情報』創刊号、1949 年)。また、
幹部職員についても積極的な外部人材の登用が行われた。 
 1948 年 8 月の中小企業庁の発足時点の機構と人事は、下表の通りであるが、このうち*印を
つけた者が外部人材の登用である。また、(  ) 内は、就任していた期間である。 
中小企業庁の初代幹部一覧 
中小企業庁長官         *蜷川虎三(48.8.7～50.2.28) 
長官官房庶務課長     田村武敏(48.8.1～49.5.25) 
振興局長            小笠公詔 (48.8. 1～49.5.25)  
振興課長  小山雄二(48.8.1～49.5.25)  
広報課長  松田慎三(48.8.7～51.8.1)  
金融課長  *三輪学俊(48.8.7～49.8.21)  
指導局長  *園田理一 (48.8.11～50.7.21) 
指導第一課長  川崎立太(48.8.7～49.5.25)  
指導第二課長  山本重信(48.8.1～49.5.25)  
指導第三課長  菅谷  靖(48.8.7～50.8.3)」（松島， 1998， 134-135 頁）。 
 上述のうち、指導局長となる園田理一の登用は大きな意味を持つ。園田理一の経歴につい
て説明する。7園田理一は 1897 年に生まれ、1917 年に早稲田大学商科に入学、1922 年に卒









断員制度に関わる経緯を引用する。同制度は 1952 年に創設された。 































遷については表 ４.2 で示している。 










うようになってきた」（荒木， 1972， 11 頁）。 
中小企業診断員の制度創設にあたり、どこまで海外、とくにアメリカの政策を参考にしたか




の戦後中小企業政策を GHQ とのやりとりを軸に詳述している。当時の中小企業政策に GHQ、
すなわちアメリカの影響があったことは間違いないものの、中小企業診断員については定かで
はない。 
1960 年代にさしかかると、政策診断への移行期を迎える。表 ４.2 の 1960 年以降で表される
設備近代化診断、高度化診断など、融資等の政策と診断が結びつき、公による経営指導が展
開されていく。政策診断に関する中谷の記述を引用する。 






出所：中谷（1994a） 15 頁 





資金の効果を十分に発揮せしめること』を目的として、新たに設備近代化診断が実施された。   
このように政策目的に直接対応した政策診断が、ここにおいてはじめて創設され、これがそ




























                                                          




出所：企業診断創刊号（1954 年 12 月） 1-2 頁 




















































れた」（中小企業庁， 2012， 2 頁）。 
松島は、中小企業基本法の背景として、「貿易の自由化への対応」と「大企業と中小企業の


















































し、中間の比重が著しく少ない」（経済安定本部， 1957， 35 頁）とし、中小企業を問題視し、
格差是正の施策目標の根拠となった。のちに、中村（1964）、清成・中村・平尾（1971）などによ
って二重構造論は批判を受けたが、長らく政策的根拠として君臨してきた。言い換えれば、中






















                                                          





















































でも経営相談所をスタートさせた」（宮， 1990， 302 頁）と述べている。サービスの提供と同時
に、コンサルティングのノウハウを身につけるため、金融機関の職員は中小企業診断士資格を
目指す動きが試験開始時から見られた。現在に至っても地方銀行・信用金庫等において、中











数社に対するものである。表 ５.1 にある近代化診断、あるいは図 ５.１で示される近代化促進
診断は融資とも結びつき、資金調達を欲する企業からのニーズが高まる。 
                                                          




出所：中谷（1994a） 19 頁 




出所：中谷（1994a） 22 頁 
































りがあったことは、他の資格ビジネスと異なる。1977 年に関西、1987 年に九州、1988 年に広島
および仙台、1989年に札幌、1990年に中部など、全国に拠点を展開する。詳細は後述するが、































                                                          
14 小野および日本マンパワーに関する記述は、主に日本マンパワーホームページ、小野（1978）
および（1981）、重茂・小野 （1999）に依拠している。 
15 高額納税者公示制度とも呼ばれていたが、犯罪抑止の観点から 2006 年に廃止された。 
16 田辺昇一氏が京都で創業、現在は JASDAQ に上場している。 
17 組織や人材に強みを持つコンサルティング会社である。 
18 会計系に強みを持つ。JASDAQ に上場している。 























タントは現場重視であったのである。図 ５.２に 1951 年当時の工場診断および商店診断の勧
告事項の分類を示す。特徴としては、工場診断では生産管理が 52％、商店診断では店舗が 
 
受診工場数:134 受診商店数:2,250  出所：中小企業情報 1951 年 8 月号 10 頁を参考に筆者作成 






























                                                          
20 「特集／低成長下の経営診断」（1977 年 1 月号）、「特集／減量経営時代の企業診断」（1977 年
10 月号）、「特集／減量経営はどこまで可能か」 （1978 年 3 月号）、「特集／低成長下の経営計数」
（1978 年 4 月号）などが挙げられる。また、古川（1979）による『安定成長の経営学』という著書があ
る。 
21 「特集／ゼロ成長下の労働経済と賃金」（1976 年 2 月号）、「特集／企業の雇用政策と高年齢化
問題」（1976 年 10 月号）、「特集／中小企業の年功賃金制」（1977 年 2 月号）、「特集／経済不安






















                                                          
22 資格講座商法とも呼ばれる。 
出所：1977 年 11 月 25 日読売新聞朝刊 














出所：企業診断 1987 年 12 月号 67 頁 





出所：通商産業省（1986） 63 頁 








































「86 年には『情報化対応診断事業』がスタートしました。中小企業の IT 化が愁眉の急だった




























































                                                          









































出所：今野・下田（1995） 56 頁 















                                                          




















出所：中田（2013） 362 頁 
























導事業』が新たに創設され、昭和 63 年度から実施されることとなった。 
この新しく創設された中小企業経営活性化指導事業は、昭和 23 年、中小企業に対する経
営診断指導制度が開始されて以来はじめての画期的内容を持ったもので、①公共の診断指















































とした」（通商産業省， 2013， 1237 頁）。 





























整備することが必要である（平成 11 年 9 月・中小企業政策審議会答申）』との方向性が示され、
平成 12 年 4 月、第 147 回通常国会において『中小企業指導法』を『中小企業支援法』へと改
正する法律が成立した（4 月 19 日公布、平成 12 年法律第 43 号）。 


















































小委員会， 2000， 2－3 頁）。 











                                                          










出所：中小企業診断協会（2001） 5 頁 




出所：中小企業診断協会（2001） 8-9 頁 
図 ７.１ 新しい中小企業診断士制度について 
出所：中小企業診断協会 （2001） 6 頁 








出所：中小企業政策審議会ソフトな経営資源に関する小委員会（2000） 19 頁 































この変化に対応したのが TAC である。TAC は 2002 年から、『スピードテキスト』という受験参
考書を出版し、書店を通じて外販した。26 テキストの完成度は高く、ビジネススクールで扱わ
れる内容を網羅して余りある範囲をカバーしている。同業者からは、「この価格でこの完成度に 
                                                          





は到達できない」と嘆息の声があった。1 次試験は 7 科目あるが、書店の受験参考書コーナー
にある棚は、7 科目分の TAC 書籍に占有される。消費者の認知は急速に高まり、販売促進上
の効果は絶大であった。2000 年当時、すでに TAC は年間売上高で 100 億円を超える企業に
成長しており、その資本力を存分に活かした施策でもあった。規模の点で劣る他資格ビジネス
にはなかなか真似ができないことでもあった。 













TAC は創業者である斎藤博明の色が濃い企業だが、彼について述べる。28 1975 年に東
北大学を卒業し、その後公認会計士の受験に挑戦する。一流企業に就職するよりも自らが主
導権を握る人生を送りたいと思ったのが動機である。しかしながら、公認会計士のキャリアに魅
                                                          
27 たとえば、主に通学講座を訴求している TAC とは異なり、DVD や Web を活用した通信講座中
心で運営している（2015 年時点）。通学講座に比べて、通信講座は固定費の面で利点がある。 
28 斎藤博明に関する記述は、主に斎藤 （2011）に依拠している。 
出所：ヨミダス歴史館（2005 年 10 月 8 日読売新聞夕刊） 




































小企業診断士にかぎっていえば、筆者インタビューによれば、従前は 40 代～50 代の受験者
層が多いイメージであった。大手の参入以来、学生や社会人の若年層受講者が目立つように
なったとの証言もあった。 





図 ７.２ TAC 校舎所在地（左） および 品揃えの強化（右） 
図 ７.３ 情報発信の例 










































第一期 1945 年以前～1960 年代前半 
中小企業庁の設立から中小企業診断協会の創設 
第二期 1960 年代前半～1980 年代前半 
中小企業基本法と資格ビジネス・民間コンサルティングの萌芽 
第三期 1980 年代後半～1999 年 
資格ブームの到来と公的診断の衰退 
















































































小企業診断士の属性として、2011 年当時の独立診断士は全体の 40.4％となっている。29 過
去からも独立診断士として活躍する者は存在し、たとえば 1987 年時点では、自営税理士を含








                                                          
29 中小企業診断協会 2011 年 1 月調査による。 
出所：企業診断 1987 年 6 月号 78 頁 




















































（50 代 男性）。 











るだろうということで診断士の方をとったのです」（40 代 男性）。 
「東京に戻ってきてちょっとラインから外れ気味になっていた時があって、そんなことがあっ
たりして多分、50 ちょいぐらいの時かな。はっきり言って部長になりそこないなの。それでもう駄
目だと思って、そこから勉強し始めたかもしれないね」（50 代 男性）。 








方が診断士を取っていたのです」（40 代 男性）。 
「一番、モデルになる総合職の女性の先輩は資格取得に一生懸命、頑張っている。銀行業
務と関係があるのかないのかよくわからないけれども、資格は取っている。・・・やりたい方の資
格を探していたら診断士があって」 （40 代 女性）。 
安藤が述べているのは、上述の 3 つ（規範的機能、保険機能、比較機能）だが、筆者がイン
タビューで得たコメントによれば、それだけでは説明がつかない機能がある。中小企業診断士
には、さらに異なる機能があるといってよい。インタビューで得た新たな 2 つの機能を述べる。 












































というものに非常に興味を持ちました」（60 代 男性）。 
「信託銀行にいたときに融資業務を担当していまして、やはりその会社の分析であったり、
会社にお金を貸すに当たって、いろいろといろんな角度から会社自体を知るという意味で非






























生』と呼ばないのです」（30 代 男性）。 










































































図 ８.４ 三者の関係 
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出所：国会図書館サーチ（2014 年 5 月調査）より筆者作成 
図 ９.１ 「資格」をタイトルに含む本 
出所：国会図書館サーチ（2014 年 5 月調査）より筆者作成 























                                                          
31 少なくとも筆者のインタビューで該当するケースはなかった。また、本節における資格者からの
情報とは、資格ビジネスを経由したものではなく、利害関係のない筋から得るものを指す。 
出所：国会図書館サーチ（2014 年 5 月）より筆者作成 



































































表 ９.1 資格の説明 

































































































                                                          


































表 ９.2 中小企業診断士法案に関する新聞報道 
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かなものがある」（通商産業省， 1959， 2 頁）。 
また、この通商産業省と中小企業庁の動きに対して、周囲の反応はどうだったのか。まず、
会計関連の資格である、公認会計士、税理士、計理士33はそろって反対の意向を示す。1959








                                                          
33 1927 年（昭和 2 年）の計理士法に基づき、会計に関する検査・鑑定などを業とした者。1948 年の
公認会計士法施行により廃止。（出所：三省堂 『大辞林第三版』 電子版） 
34 国会会議録検索システムによる。
<http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_logout.cgi?SESSION=26915> （2015 年 11 月 29
日検索） 























ると考える」（渡辺， 1959， 20 頁）。 






























まず、功の側面としては、診断士の知名度向上である。試験開始の 1963 年以来、80 年代前
半までこの資格の認知は十分ではなかった。それが、80 年代後半の資格ブームを契機に火
がつき、今では多くの社会人があこがれる資格となった。これらの事実を裏付けるデータとして、
図 ９.５ 中小企業診断士一次試験申込者数を示す。1963 年の試験開始当初は、数百人程





















                                                          
38  一方で試験の難易度により断念する人々も多いことは付記する。 
図 ９.５ 中小企業診断士一次試験申込者数 
出所：筆者作成 





















                                                          
39 制度上、資格休止者は 15 年間を限度に休止することが可能で、登録を再開できる救済措置も
ある。なお、休止期間中は中小企業診断士を名乗ることはできない。 














学習期間として、半数以上の合格者が 3 年以上の学習期間を経るとのデータがある。41 本研
究および川村（2012）において、インタビューした資格者は資格を休止する前提で中小企業診
                                                          
40 中小企業診断協会 2011 年 1 月調査による。企業内診断士の属性が全体のうち 53.3%、さらに
企業内診断士からコンサルティング会社等勤務（4.1%）を除いたとしても 49.2%を占める。 
41 LEC ホームページによる（2015 年 11 月 22 日検索）。 
出所：データでみる中小企業診断士 2011 年版 
表 ９.3 経営コンサルタント業務（副業等含む）の活動状況 
出所：データでみる中小企業診断士 2011 年版 


























氏 30 代 男性）。 
「できましたね、そこは。できたかどうかでいうとできましたよ。いきなり最初の年から 1000 万


















































































で、最初の 1、2 年を我慢すれば 3 年目ぐらいからは軌道に乗って食っていけるのではないか

























すぐに仕事が得られるということはないなというのは、感じたことかな」（J 氏 30 代 女性）。 
前向きに捉えている人、後ろ向きに認識している人、両者において同じ独立開業経験者で










出所：TAC ホームページ（2015 年 7 月 20 日検索） 
図 ９.８ 中小企業診断士取得のメリット例① 
出所：日本マンパワーホームページ（2015 年 7 月 20 日検索） 









一方、情報収集が不十分な場合は H 氏、I 氏、J 氏のような結果につながりかねない。 
また、士業のなかでも中小企業診断士は年収が高いと資格ビジネスから紹介されることがあ
る（図 ９.１０）。これもまたリアリティ・ショックにつながっている。これには、中小企業診断協会の






出所：LEC ホームページ（2015 年 7 月 20 日検索） 





















出所：データでみる中小企業診断士 2005 年版 
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中小企業診断士の資格者数は、19,316 人である（2014 年 3 月現在、中小企業庁による）。
中小企業診断士の属性を表 10.1 に示す。性別は圧倒的に男性が多い。年代は、40 代、50 
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民間企業に勤めていた人の勤務先は、千人以上の大企業が 5 割強を占め、とくに 5 千人以上
が約 3 割に達している。 それに対して 100 人未満が 23%、100～500 人未満が 23%にとどまり、 
大企業サラリーマンが資格取得者の中心であることが分かる。資格別にみると、宅建は企業規
模の小さい点に特徴があり、これは不動産業が多いからである。それと対照的な資格が中小
企業診断士であり、5 千人を越える大企業の人が 4 割近くも占めており、中小企業診断士は大










また、表 10.2 中小企業診断士試験 申込者数・合格率等の推移を示している。資格ビジ
ネスや受験者の認識では、第一次試験が約 20％、第二次試験も約 20％の合格率である。各
試験の受験が複数回、複数年度に及ぶこともあるため、単純には語れないが、机上の計算で
は 4％（＝第一次試験 20％＊第二次試験 20％）の合格率で、難関な国家試験とされている。
合格に至るまでの学習期間は長期に及ぶことも多く、図 10.２ 合格者の学習期間では、3 年
以上を要した割合が過半を超えている。 
出所：中小企業診断協会ホームページ 






































図 10.３ コンサルタント業務の依頼を受けるきっかけ 
出所：データでみる中小企業診断士 2011 年版 





























第３節 補論 資格者への提言 
資格者にリアリティ・ショックが生じている点に対して、どのような解決策の可能性が考えられ
るのだろうか。本研究からの示唆を述べる。 
まず、だれが解決すべきかを考える。設計者、育成者、資格者のうち、この問題に主体的に
関与すべきなのはだれであろうか。設計者である行政、中小企業庁は制度立案の観点から政
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策に生じている功罪を考慮し、必要に応じて対処する責任はもちろんあろう。一方で、中小企
業庁の関心は、中小企業政策を円滑に進め、中小企業に成果をもたらすことであり、中小企
業診断士制度は数ある政策のうちの 1 つに過ぎない。また、行政は設計した制度の運用を民
間に委ねねばならない側面もあり、主体的な関与者であることを期待するのは困難かもしれな
い。 
それでは、育成者である資格ビジネスであろうか。圧倒的な情報発信力を持つ資格ビジネ
スの影響力は先に述べた通りであり、責任は免れるものではない。一方、資格ビジネスの最大
の関心は、資格取得後に資格者が活躍することではなく、中小企業診断士試験市場でどのよ
うに収益を得るかである。特に規模が拡大した資格ビジネスにおいては、中小企業診断士は
数ある事業の１つでしかなく、市場の参入退出も自由である。これらを鑑みると、やはり資格ビ
ジネスに主体的な関与者を期待するのは過剰ではないだろうか。 
最後に資格者である。何らかの資格を取得しようとするのも、数ある資格のなかで中小企業
診断士を選択するのも、個人の自由である。そのなかで、あえて中小企業診断士資格を取得
する意思決定をした。取得後、自分のキャリアにどのように活かすかは資格者次第なのである。
もし、中小企業診断士の社会的地位が高まれば、資格が個人のキャリアを切り拓く際に貢献
することは間違いない。したがって、資格者が主体的な関与者たり得ると考える。 
次に資格者がどのような解決策を持ちうるのかに触れたい。金井（2002）は、リアリティ・ショッ
クの要因として白い嘘を批判している。この考えを援用したい。まず、中小企業診断士におけ
る白い嘘を流布しているのは、圧倒的な情報発信力を持つ資格ビジネスである。彼らがRJP（リ
アリズムに基づく事前の職務情報)を行うべき当事者かといえば、そうは思えない。資格ビジネ
スの関心は、中小企業診断士試験市場でどのように収益を得るかだからである。したがって、
彼らの流す情報は、キャリアの意思決定に役立つというより、白い嘘を含む営業情報的なもの
にならざるを得ない。RJP は、中小企業診断士資格の実状に精通し、資格ビジネスの利害に
縛られない資格者によるべきであろう。資格者団体、資格者個人は、中小企業診断士の魅力
を伝えるだけでなく、否定的な情報も恐れずに発信すべきである。これまでの情報発信は、あ
くまで資格ビジネスと何ら変わらないものが多く、実状を捉えているとは言いがたい。中小企業
診断士を取得する欠点があれば潜在的資格者に正しく伝えるべきであるし、資格者が現状ど
のように問題に取り組んでいるか、欠点を克服しようとしているか、ありのままに伝えればよい。 
白い嘘を見極める RJP を得たうえで資格取得を志す者は、取得後もそれら問題解決に協力
し、結果的に中小企業診断士の社会的地位向上に貢献するはずである。RJP によるワクチン
効果、スクリーニング効果、コミットメント効果ももたらされるだろう。資格者、資格者団体からの
RJP は今後大いに期待するところである。 
 
